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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水圧破砕法に用いられる流体の粘度を減少させる減粘材料を含む中心部と、
　（１）前記中心部の表面を被覆し、（２）前記流体中において前記中心部を徐放可能で
あり、（３）－２０℃以上８０℃以下のガラス転移温度を有するスチレンブタジエン共重
合体を含む外郭部と
　を備えた、カプセル剤。
【請求項２】
　前記スチレンブタジエン共重合体は、カルボキシ変性されている、
　請求項１記載のカプセル剤。
【請求項３】
　前記外郭部は、更に、前記スチレンブタジエン共重合体により保持された複数の粒状物
質を含む、
　請求項１又は請求項２に記載のカプセル剤。
【請求項４】
　前記流体は、増粘剤を含み、
　前記減粘材料は、前記増粘剤を分解する材料を含む、
　請求項１ないし請求項３のいずれか１項に記載のカプセル剤。
【請求項５】
　流体本体と、
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　粘度を減少させる減粘材料を含む中心部と、（１）前記中心部の表面を被覆し、（２）
前記流体中において前記中心部を徐放可能であり、（３）－２０℃以上８０℃以下のガラ
ス転移温度を有するスチレンブタジエン共重合体を含む外郭部と、を備えた１又は２以上
のカプセル剤と
　を含む、粘度可変流体。
【請求項６】
　前記外郭部は、更に、前記スチレンブタジエン共重合体により保持された複数の第１粒
状物質を含む、
　請求項５記載の粘度可変流体。
【請求項７】
　更に、前記スチレンブタジエン共重合体により保持されていない複数の第２粒状物質を
含む、
　請求項５又は請求項６に記載の粘度可変流体。
【請求項８】
　更に、増粘剤を含み、
　前記減粘材料は、前記増粘剤を分解する材料を含む、
　請求項５ないし請求項７のいずれか１項に記載の粘度可変流体。
【請求項９】
　水圧破砕法に用いられる、
　請求項５ないし請求項８のいずれか１項に記載の粘度可変流体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、流体の粘度を減少させるカプセル剤及びそのカプセル剤を用いた粘度可変流
体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　エネルギーの供給が懸念されていることに伴い、新たなエネルギーとしてシェールガス
が注目されている（例えば、非特許文献１参照。）。このシェールガスは、シェール（頁
岩）層に含まれている天然ガスである。しかしながら、シェールガスはいわゆる非在来型
の天然ガスであるため、地中からシェールガスを回収することは困難である。
【０００３】
　そこで、地中からシェールガスを回収する方法として、水圧破砕法が注目されている（
例えば、非特許文献２参照。）。この水圧破砕法は、坑井の内部に満たされた破砕用流体
を加圧することにより、その坑井付近の貯留岩を人工的に破壊する方法である。この貯留
岩の破壊時に亀裂（フラクチャ）が発生するため、その亀裂を通じてシェールガスを回収
することができる。
【０００４】
　この破砕用流体は、貯留岩の破壊後に亀裂が閉塞することを防止するために、複数の粒
状物質（プロパント）を含んでいる。この複数の粒状物質は、砂粒等である。
【０００５】
　亀裂が発生すると、加圧された破砕用流体が亀裂の内部に入り込むため、その破砕用流
体中に含まれている複数の粒状物質も亀裂の内部に入り込む。これにより、破砕用流体の
加圧を停止しても、亀裂がそのまま維持される。
【０００６】
　また、破砕用流体は、貯留岩の破壊後において破砕用流体を回収するために、減粘剤を
含んでいる。
【０００７】
　亀裂の内部に複数の粒状物質が入り込みやすくなるように、貯留岩の破壊前においては
、破砕用流体の粘度は高いことが望ましい。一方、亀裂の内部に複数の粒状物質が入り込
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んだ後、坑井の内部に満たされた破砕用流体を回収しやすくするために、貯留岩の破壊後
においては、破砕用流体の粘度は低いことが望ましい。そこで、破砕用流体の粘度を減少
させる機能（減粘機能）を有する減粘剤（ブレーカ）が用いられている。
【０００８】
　この減粘剤の構成に関しては、既に具体的な提案がされている。例えば、破砕用流体の
使用途中において減粘機能を発揮させるために、カプセル構造を有する減粘剤（カプセル
剤）が用いられている（例えば、特許文献１参照。）。このカプセル剤では、加水分解反
応を利用して分解する塗膜により、減粘機能を有する材料が被覆されている。この塗膜は
、加水分解反応を利用して分解する材料として、ポリ（２－シアノアクリル酸アルキル）
等を含んでいる。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００９】
【非特許文献１】伊原賢，”シェールガスのインパクト”，アナリシス，２０１０．５　
Ｖｏｌ．４４　Ｎｏ．３，１５頁～３８頁，インターネット＜ＵＲＬ：http://oilgas-in
fo.jogmec.go.jp/pdf/3/3574/201005#015a.pdf＞
【非特許文献２】伊原賢，”水圧破砕技術の歴史とインパクト”，アナリシス，２０１１
．５　Ｖｏｌ．４５　Ｎｏ．３，１７頁～３０頁，インターネット＜ＵＲＬ：http://oil
gas-info.jogmec.go.jp/pdf/4/4370/201105#017a.pdf＞
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】国際公開第９９／０６１７４７号パンフレット
【発明の概要】
【００１１】
　水圧破砕法の用途に限らず、減粘剤としてカプセル剤を用いることは、流体の粘度を制
御する上で非常に有効である。しかしながら、カプセル剤を用いる場合には、所望のタイ
ミングにおいて流体の粘度を短時間で十分に減少させることが望ましいため、そのカプセ
ル剤の減粘機能に関しては、未だ改善の余地がある。
【００１２】
　従って、優れた減粘機能を発揮することが可能なカプセル剤及び粘度可変流体を提供す
ることが望ましい。
【００１３】
　本発明者は、上記した目的を達成するために鋭意検討した結果、減粘材料含む中心部と
外郭部とを備えたカプセル剤において、その外郭部が特定の高分子化合物を含むことによ
り、上記した課題が解決されることを見出した。
【００１４】
　本発明は、上記した知見に基づいてなされたものであり、本発明の一実施形態のカプセ
ル剤は、水圧破砕法に用いられる流体の粘度を減少させる減粘材料を含む中心部と、外郭
部とを備えたものである。この外郭部は、（１）中心部の表面を被覆し、（２）流体中に
おいて中心部を徐放可能であり、（３）－２０℃以上８０℃以下のガラス転移温度を有す
るスチレンブタジエン共重合体を含む。
【００１５】
　本発明の一実施形態の粘度可変流体は、流体本体と、１又は２以上のカプセル剤とを含
むものである。このカプセル剤は、粘度を減少させる減粘材料を含む中心部と、外郭部と
を備える。この外郭部は、（１）中心部の表面を被覆し、（２）流体中において中心部を
徐放可能であり、（３）－２０℃以上８０℃以下のガラス転移温度を有するスチレンブタ
ジエン共重合体を含む。
【００１６】
　ここで、「カプセル剤」は、流体（又は粘度可変流体）中に含まれた状態で使用される
。これに伴い、中心部に含まれている「減粘材料」とは、カプセル剤が含まれている流体
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の粘度を減少させる機能を有する材料を意味している。また、「流体中において中心部を
徐放可能である」とは、流体中における何らかの現象を利用して、その流体中に中心部（
減粘材料）を徐々に放出できることを意味している。外郭部が中心部を徐放するのは、カ
プセル剤の使用開始時からではなく、そのカプセル剤の使用開始後、ある程度の期間が経
過してから中心部を露出させることにより、上記した減粘材料の機能を発揮させるためで
ある。なお、外郭部が中心部を徐放するために利用される現象の種類は、特に限定されな
いが、例えば、熱、摩擦、圧力及び流体との接触等に起因した熱膨張、融解、亀裂、変形
、開裂、膨潤、溶解及び流体への分散等のうちのいずれか１種類又は２種類以上である。
【００１７】
　「スチレンブタジエン共重合体」の種類は、上記した範囲内のガラス転移温度を有して
いれば、特に限定されない。即ち、スチレンブタジエン共重合体の種類は、１種類だけで
もよいし、２種類以上でもよい。また、スチレンブタジエン共重合体は、変性されていな
くてもよいし、１種類又は２種類以上の官能基により変性されていてもよい。
【００１８】
　本発明の一実施形態のカプセル剤によれば、上記したガラス転移温度に関する条件を満
たすスチレンブタジエン共重合体を含む外郭部により、減粘材料を含む中心部の表面が被
覆されている。よって、優れた減粘機能を発揮することができる。
【００１９】
　本発明の一実施形態の粘度可変流体によれば、１又は２以上のカプセル剤を含んでいる
。このカプセル剤では、上記したガラス転移温度に関する条件を満たすスチレンブタジエ
ン共重合体を含む外郭部により、減粘材料を含む中心部の表面が被覆されている。よって
、優れた減粘機能が発揮されるため、優れた粘度変化特性を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明の一実施形態のカプセル剤の構成を表す断面図である。
【図２】本発明の一実施形態のカプセル剤の他の構成を表す断面図である。
【図３】本発明の一実施形態の粘度可変流体の構成を表す図である。
【図４】本発明の一実施形態の粘度可変流体の他の構成を表す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明の一実施形態に関して詳細に説明する。説明する順序は、下記の通りであ
る。但し、本発明に関する詳細は、以下で説明する態様に限定されずに適宜変更可能であ
る。
【００２２】

　１．カプセル剤
　　１－１．構成
　　１－２．機能
　　１－３．製造方法
　　１－４．作用及び効果
　２．カプセル剤の用途（粘度可変流体）
　　２－１．構成
　　２－２．機能
　　２－３．作用及び効果
【００２３】
＜１．カプセル剤＞
　本発明の一実施形態のカプセル剤に関して説明する。
【００２４】
　ここで説明するカプセル剤は、流体中に含まれた状態で使用されることにより、その流
体の使用途中において減粘機能、即ち流体の粘度を減少させる機能を発揮する減粘剤であ
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る。このカプセル剤は、例えば、流体中において分散されている。
【００２５】
　カプセル剤の用途は、何らかの理由により、使用途中において流体の粘度を減少させる
ことを要する用途であれば、特に限定されない。このカプセル剤の用途は、主に、上記し
た流体の用途に応じて決定される。
【００２６】
　具体的には、カプセル剤は、例えば、水圧破砕法に用いられる。この水圧破砕法に用い
られる流体は、いわゆる破砕用流体である。
【００２７】
＜１－１．構成＞
　まず、カプセル剤の構成に関して説明する。
【００２８】
　図１は、本発明の一実施形態のカプセル剤の断面構成を表している。このカプセル剤は
、中心部１及び外郭部２を備えている。即ち、カプセル剤は、中空の構造物（外郭部２）
の内部に、実質的に減粘機能を発揮する本体（中心部１）が収容された構造（カプセル構
造）を有している。
【００２９】
　カプセル剤の形状は、特に限定されないが、例えば、球状、板状及び塊状等である。図
１では、例えば、カプセル剤の形状が球状である場合を示している。
【００３０】
　カプセル剤の寸法は、特に限定されない。例えば、カプセル剤の形状が球状である場合
には、そのカプセル剤の平均粒径（体積平均粒径）は、約１００μｍ～２０００μｍであ
る。
【００３１】
［中心部］
　中心部１は、いわゆるカプセル剤のコアであり、減粘材料のうちのいずれか１種類又は
２種類以上を含んでいる。
【００３２】
　「減粘材料」とは、上記したように、減粘機能を有する材料であり、より具体的には、
カプセル剤が含まれている流体の粘度を減少させる機能を発揮できる材料である。このカ
プセル剤の使用時には、後述するように、外郭部２が中心部１を徐放することにより、そ
の中心部１（減粘材料）が流体中に放出される。これにより、減粘材料が減粘機能を発揮
する。
【００３３】
　減粘材料が流体の粘度を減少させる原理（技術的理由）は、特に限定されない。即ち、
減粘材料は、流体の粘度を化学的に減少させる材料（化学的減粘材料）でもよいし、流体
の粘度を非化学的に減少させる材料（非化学的減粘材料）でもよいし、双方でもよい。
【００３４】
　「流体の粘度を化学的に減少させる」とは、減粘材料と流体との何らかの化学的な反応
を利用して、その減粘材料が減粘機能を発揮することを意味している。この「化学的な反
応」とは、例えば、化学的に新たな物質が形成される反応、及び化学的に既存の物質が分
解される反応等のうちのいずれか１種類又は２種類以上である。
【００３５】
　なお、化学的減粘材料と反応する相手は、流体中に含まれている任意の成分のうちのい
ずれか１種類又は２種類以上であれば、特に限定されない。この化学的減粘材料の詳細に
関しては、後述する。
【００３６】
　一方、「流体の粘度を非化学的に減少させる」とは、上記した化学的な反応を利用せず
に、減粘材料が減粘機能を発揮することを意味している。非化学的減粘材料は、例えば、
希釈用の溶媒等のうちのいずれか１種類又は２種類以上である。
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【００３７】
　流体が液体であると共に、減粘材料が希釈用の溶媒である場合には、流体と溶媒とが混
合されることにより、その流体が溶媒により希釈される。これにより、流体中における固
形分の濃度が減少するため、その流体の粘度が減少する。この場合には、化学的な反応を
利用しないで流体の粘度が減少するため、希釈用の溶媒は非化学的減粘材料の一例である
。
【００３８】
　中でも、減粘材料は、化学的減粘材料であることが好ましい。非化学的減粘材料と比較
して、流体の粘度を減少させる効率が著しく高いからである。これにより、流体の粘度を
短時間で十分に減少させることができる。
【００３９】
　これに伴い、液体である流体が増粘剤を含んでいる場合には、減粘材料は、その増粘剤
を分解する材料のうちのいずれか１種類又は２種類以上であることが好ましい。増粘剤を
含む流体では、その増粘剤の機能を利用して流体の粘度が増加しているため、減粘材料が
増粘剤のうちの一部又は全部を分解することにより、化学的な反応（増粘剤の分解反応）
を利用して流体の粘度が減少するからである。
【００４０】
　ここで、化学的減粘材料の詳細に関して説明する。ここで説明する一連の化学的減粘材
料は、上記した増粘剤を分解する材料に該当する。
【００４１】
　具体的には、化学的減粘材料は、例えば、金属塩、金属酸化物、非金属酸化物、無機酸
化物、無機酸、無機酸塩、有機過酸化物、有機酸、金属ハロゲン化物、金属スルフィド化
物、酵素及びオニウム塩等である。
【００４２】
　なお、上記した化学的減粘材料の具体例（金属塩等）中に構成元素として含まれる金属
元素の種類は、任意の金属元素のうちのいずれか１種類又は２種類以上であれば、特に限
定されない。
【００４３】
　中でも、金属元素は、アルカリ金属元素及びアルカリ土類金属元素のうちのいずれかで
あることが好ましい。容易かつ安定に化学的減粘材料を入手可能であると共に、その化学
的減粘材料が流体の粘度を減少させやすいからである。
【００４４】
　アルカリ金属元素の種類は、特に限定されないが、例えば、リチウム（Ｌｉ）、ナトリ
ウム（Ｎａ）、カリウム（Ｋ）、ルビジウム（Ｒｂ）及びセシウム（Ｃｓ）等である。ア
ルカリ土類金属元素の種類は、特に限定されないが、例えば、ベリリウム（Ｂｅ）、マグ
ネシウム（Ｍｇ）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）及びバリウム（Ｂａ）
等である。
【００４５】
　また、上記した化学的減粘材料の具体例（オニウム塩）中に構成元素として含まれるオ
ニウムイオンの種類は、任意のオニウムイオンのうちのいずれか１種類又は２種類以上で
あれば、特に限定されない。このオニウムイオンは、例えば、アンモニウムイオン、ホス
ホニウムイオン及びスルホニウムイオン等である。
【００４６】
　中でも、オニウムイオンは、アンモニウムイオンであることが好ましい。容易かつ安定
に化学的減粘材料を入手可能であると共に、その化学的減粘材料が流体の粘度を減少させ
やすいからである。
【００４７】
　金属塩は、金属元素を構成元素として含む塩である。この金属塩は、任意の酸と任意の
塩基性金属化合物との反応物（塩）でもよいし、任意の塩基と任意の酸性金属化合物との
反応物（塩）でもよい。
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【００４８】
　中でも、上記したように、金属元素は、アルカリ金属元素及びアルカリ土類金属元素の
うちのいずれかであることが好ましいため、金属塩は、アルカリ金属塩及びアルカリ土類
金属塩のうちのいずれかであることが好ましい。
【００４９】
　具体的には、金属塩は、例えば、過酸化金属塩、過硫酸金属塩、過ホウ酸金属塩、次亜
塩素酸金属塩、次亜臭素酸金属塩、亜塩素酸金属塩、塩素酸金属塩、過塩素酸金属塩、臭
素酸金属塩、ヨウ素酸金属塩、硫酸金属塩、過炭酸金属塩、炭酸金属塩、酢酸金属塩、過
酢酸金属塩、金属水酸化物塩、過マンガン酸金属塩、モリブデン酸金属塩、チオ硫酸金属
塩、亜硫酸金属塩及びイオン性遷移金属塩等である。
【００５０】
　過酸化金属塩は、例えば、過酸化ナトリウム、過酸化カルシウム及び過酸化マグネシウ
ム等である。過硫酸金属塩は、例えば、過硫酸ナトリウム及び過硫酸カリウム等である。
過ホウ酸金属塩は、例えば、過ホウ酸ナトリウム等である。次亜塩素酸金属塩は、例えば
、次亜塩素酸ナトリウム及び次亜塩素酸カリウム等である。次亜臭素酸金属塩は、例えば
、次亜臭素酸ナトリウム等である。亜塩素酸金属塩は、例えば、亜塩素酸ナトリウム及び
亜塩素酸カリウム等である。塩素酸金属塩は、例えば、塩素酸ナトリウム及び塩素酸カリ
ウム等である。過塩素酸金属塩は、例えば、過塩素酸ナトリウム及び過塩素酸カリウム等
である。臭素酸金属塩は、例えば、臭素酸ナトリウム及び臭素酸カリウム等である。ヨウ
素酸金属塩は、例えば、ヨウ素酸ナトリウム、ヨウ素酸カリウム及びヨウ素酸マグネシウ
ム等である。硫酸金属塩は、例えば、硫酸カルシウム等である。過炭酸金属塩は、例えば
、過炭酸ナトリウム及び過炭酸カリウム等である。炭酸金属塩は、例えば、重炭酸ナトリ
ウム及び重炭酸カリウム等である。酢酸金属塩は、例えば、酢酸ナトリウム及び酢酸カリ
ウム等である。過酢酸金属塩は、例えば、過酢酸ナトリウム及び過酢酸カリウム等である
。金属水酸化物塩は、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム及び水酸化カルシウム
等である。過マンガン酸金属塩は、例えば、過マンガン酸ナトリウム及び過マンガン酸カ
リウム等である。モリブデン酸金属塩は、例えば、モリブデン酸ナトリウム、モリブデン
酸リチウム及びモリブデン酸カリウム等である。チオ硫酸金属塩は、例えば、チオ硫酸ナ
トリウム及びチオ硫酸カリウム等である。亜硫酸金属塩は、例えば、亜硫酸ナトリウム及
び亜硫酸カリウム等である。イオン性遷移金属塩は、例えば、第一硫酸鉄、第二硫酸鉄及
びジルコニウム塩等である。
【００５１】
　中でも、上記したように、金属塩は、アルカリ金属塩及びアルカリ土類金属塩のうちの
いずれかであることが好ましいため、過硫酸ナトリウム及び過硫酸カリウム等のうちのい
ずれかが好ましい。
【００５２】
　金属酸化物は、金属元素を構成元素として含む酸化物である。中でも、上記したように
、金属元素は、アルカリ金属元素及びアルカリ土類金属元素のうちのいずれかであること
が好ましいため、金属酸化物は、例えば、アルカリ金属酸化物及びアルカリ土類金酸化物
のうちのいずれかであることが好ましい。具体的には、金属酸化物は、例えば、酸化カル
シウム、酸化バリウム、酸化チタン、酸化ケイ素及び酸化アルミニウム等である。
【００５３】
　非金属酸化物は、金属元素を構成元素として含まない酸化物であり、例えば、二酸化塩
素等である。
【００５４】
　無機酸化物は、金属元素を構成元素として含まない無機系の酸化物であり、例えば、過
酸化水素等である。
【００５５】
　無機酸は、金属元素を構成元素として含まない無機系の酸であり、例えば、塩酸、硫酸
、リン酸及びホウ酸等である。
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【００５６】
　無機酸塩は、金属元素を構成元素として含まない任意の無機酸と塩基性金属化合物との
反応物（塩）である。具体的には、無機酸塩は、例えば、ゼオライト、リン酸ナトリウム
、リン酸カリウム、塩化カリウム、ホウ酸ナトリウム、ホウ酸カリウム、硫酸水素ナトリ
ウム及び硫酸水素カリウム等である。
【００５７】
　有機過酸化物は、金属元素を構成元素として含まない有機系の過酸化物である。具体的
には、有機過酸化物は、例えば、過酸化カルバミド、過酸化カルバメート、過酢酸及び過
安息香酸等である。
【００５８】
　有機酸は、金属元素を構成元素として含まない有機系の酸である。具体的には、有機酸
は、例えば、酢酸、プロピオン酸、クエン酸、ギ酸、乳酸、酪酸、アスコルビン酸、エリ
ソルビン酸、シュウ酸、リンゴ酸、フマル酸、安息香酸及びハイドロキノン等である。
【００５９】
　金属ハロゲン化物は、金属元素を構成元素として含むハロゲン化物である。ハロゲンの
種類は、特に限定されないが、例えば、フッ素（Ｆ）、塩素（Ｃｌ）、臭素（Ｂｒ）及び
ヨウ素（Ｉ）等のうちのいずれか１種類又は２種類以上である。具体的には、金属ハロゲ
ン化物は、例えば、フッ化ナトリウム、フッ化カリウム及びフッ化カルシウム等である。
【００６０】
　金属スルフィド化物は、金属元素を構成元素として含むスルフィド化物である。具体的
には、金属スルフィド化物は、例えば、亜鉛スルフィド、モリブデンスルフィド及びジル
コニウムスルフィド等である。
【００６１】
　酵素は、例えば、約１５０個～５００個のアミノ酸が結合されたタンパク質分子であり
、具体的には、プロテイナーゼ類及びペプチダーゼ類等である。
【００６２】
　オニウム塩は、カチオン（陽イオン）としてオニウムイオンを含む塩であり、より具体
的には、任意の酸と任意の塩基性オニウム化合物との反応物（塩）である。中でも、上記
したように、オニウムイオンは、アンモニウムイオンであることが好ましいため、オニウ
ム塩は、アンモニウム塩であることが好ましい。
【００６３】
　具体的には、オニウム塩は、例えば、過硫酸アンモニウム、硫酸アンモニウム、重炭酸
アンモニウム、酢酸アンモニウム、モリブデン酸アンモニウム及びフッ化アンモニウム等
である。中でも、上記したように、オニウム塩はアンモニウム塩であることが好ましいた
め、過硫酸アンモニウム等が好ましい。
【００６４】
［外郭部］
　外郭部２は、いわゆるカプセル剤のシェルであり、中心部１の表面を被覆している。こ
の外郭部２は、単層でもよいし、多層でもよい。
【００６５】
　外郭部２の平均厚さは、特に限定されないが、例えば、約４０μｍ～１００μｍである
。この外郭部２の平均厚さは、例えば、後述する外郭部２の徐放速度等に影響を与える可
能性がある。
【００６６】
　この外郭部２は、上記したように、中空の構造物の内部に中心部１を収容するために、
その中心部１の表面のうちの全部を被覆していることが好ましい。即ち、中心部１は、露
出していないことが好ましい。カプセル剤の使用開始後、特定の期間（外郭部２が中心部
１を徐放するために要する期間）が経過してから中心部１（減粘材料）が流体中に放出さ
れるため、その減粘材料が実質的に減粘機能を発揮する時期を意図的かつ十分に遅らせる
ことができるからである。この理由は、以下の通りである。
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【００６７】
　なお、以下では、説明を簡略化するために、流体の使用開始後、特定の期間が経過する
までの期間を「前使用期間」と呼称すると共に、その特定の期間が経過した後の期間を「
後使用期間」と呼称する。
【００６８】
　「前使用期間」とは、主に、中心部１（減粘材料）が外郭部２により被覆されており、
その中心部１が露出していないため、その減粘材料が実質的に減粘機能を発揮できない期
間である。一方、「後使用期間」とは、主に、外郭部２による中心部１の徐放に起因して
、その外郭部２により被覆されていた中心部１（減粘材料）が流体中に放出されるため、
その減粘材料が実質的に減粘機能を発揮できる期間である。
【００６９】
　後述するように、カプセル剤が含まれた流体を用いる場合には、その流体の使用開始時
（前使用期間）から直ちに粘度を減少させるのではなく、その流体の使用開始後、特定の
期間が経過した時点（後使用期間）において初めて流体の粘度を減少させることが望まし
い。なぜなら、例えば、カプセル剤が含まれた流体を水圧破砕法（破砕用流体）に用いる
場合には、上記したように、前使用期間においては流体の粘度をほぼ初期状態のまま維持
しておくと共に、後使用期間において流体の粘度を実質的に減少させることが要求される
からである。これにより、前使用期間及び後使用期間のそれぞれにおいて共通（１種類）
の流体を用いながら、前使用期間においては相対的に高い流体の粘度特性に基づく利点を
活用することができると共に、後使用期間においては相対的に低い流体の粘度特性に基づ
く利点を活用することができる。
【００７０】
　中心部１の表面のうちの全部が外郭部２により被覆されていない場合には、流体の使用
開始時から中心部１のうちの一部が露出している。この場合には、前使用期間から既に中
心部１（減粘材料）が流体中に放出されるため、その前使用期間において意図せずに減粘
材料が減粘機能を発揮してしまう。これにより、前使用期間から流体の粘度が減少するた
め、その前使用期間において流体の高粘度特性に基づく利点を活用しにくくなる。
【００７１】
　これに対して、中心部１の表面のうちの全部が外郭部２により被覆されている場合には
、流体の使用開始時には中心部１が露出していない。この場合には、前使用期間において
は未だ中心部１（減粘材料）が放出されにくいため、その前使用期間において減粘材料が
減粘機能を発揮しにくくなる。これにより、前使用期間には流体の粘度がほぼ初期状態の
まま維持されるため、その前使用期間において流体の高粘度特性に基づく利点を活用しや
すくなる。
【００７２】
　しかも、外郭部２は特定の条件に応じて中心部を徐放するため、その中心部１が流体中
に放出される。この「特定の条件」とは、例えば、温度及び時間等のうちのいずれか１種
類又は２種類以上である。外郭部２が中心部２を徐放する原因（原理）に関しては、後述
する。この場合には、外郭部２が中心部１を徐放するために要する期間（前使用期間）を
経過してから中心部１（減粘材料）が流体中に放出されるため、その外郭部２が中心部１
を徐放するために要する期間の経過後（後使用期間）において、減粘材料が減粘機能を発
揮する。これにより、後使用期間において流体の粘度が実質的に減少するため、その後使
用期間において流体の低粘度特性に基づく利点を活用しやすくなる。
【００７３】
　これらのことから、外郭部２が中心部１の表面のうちの全部を被覆していると、カプセ
ル剤が含まれた１種類の流体を継続的に用いることにより、前使用期間及び後使用期間に
おいて、互いに相反する流体の粘度特性に基づく２種類の利点を活用することができる。
【００７４】
　これに伴い、外郭部２は、主に、以下で説明する４つの性質を有していることが望まし
い。
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【００７５】
　第１に、カプセル剤が流体中に含まれている状態においても、外郭部２は、前使用期間
内において中心部１を保護し続けることが望ましい。前使用期間において、外郭部２を用
いて中心部１を保護することにより、意図せずに減粘材料が減粘機能を発揮することを防
止するためである。この流体の種類は、特に限定されないが、例えば、水及び有機溶剤等
のうちのいずれか１種類又は２種類以上の液体を含んでいる。
【００７６】
　第２に、外郭部２は、カプセル剤を含む流体の使用開始時から所定の期間を経過した後
、迅速かつ十分に中心部１を徐放することが望ましい。後使用期間において、意図的に中
心部１を露出させることにより、減粘材料の減粘機能を発揮させるためである。
【００７７】
　第３に、外郭部２の徐放速度等は、温度及び時間等のうちのいずれか１種類又は２種類
以上の条件に応じて制御されやすいことが望ましい。外郭部２の徐放速度等は、温度及び
時間等の影響を受けやすいからである。また、減粘材料の減粘機能が発揮される時期、即
ち流体の粘度が減少する時期を制御しやすいからである。なお、外郭部２の徐放速度等は
、例えば、形成材料及び平均厚さ等に代表される外郭部２自体の構成の影響を受ける場合
もある。
【００７８】
　第４に、外郭部２は、中心部１を徐放した後において、減粘材料の減粘機能を阻害しに
くいことが望ましい。徐放後の外郭部２に起因して減粘材料の減粘機能が阻害されると、
後使用期間において流体の粘度が十分に減少しにくくなるからである。
【００７９】
　これらの４つの性質を担保するために、外郭部２は、カプセル剤が含まれる流体中にお
いて中心部１を徐放可能である高分子化合物を含んでいる。
【００８０】
　「流体中において外郭部２が中心部１を徐放可能である」とは、上記したように、流体
中における何らかの現象を利用して、その流体中に中心部１を徐々に放出できることを意
味している。外郭部２が中心部１を徐放するのは、カプセル剤の使用開始時からではなく
、そのカプセル剤の使用開始後、ある程度の期間が経過してから中心部１を露出させるこ
とにより、上記した減粘材料の機能を発揮させるためである。
【００８１】
　なお、保持材料が中心部１を徐放するために利用される現象の種類は、特に限定されな
いが、例えば、任意の外因に起因する任意の状態変化のうちのいずれか１種類又は２種類
以上である。「任意の外因」とは、例えば、熱、摩擦、圧力及び流体（例えば水等）との
接触等である。「任意の状態変化」とは、熱膨張、融解、亀裂、変形、開裂、膨潤、溶解
及び流体への分散等である。
【００８２】
　具体的には、外郭部２は、流体中において中心部１を徐放可能である高分子化合物とし
て、水系エマルジョン型の高分子化合物であるスチレンブタジエン共重合体を含んでおり
、そのスチレンブタジエン共重合体のガラス転移温度は、－２０℃～８０℃であり、好ま
しくは－２０℃～５０℃であり、より好ましくは－２０℃～３０℃である。スチレンブタ
ジエン共重合体のガラス転移温度を測定するためには、例えば、示差熱分析法（ＤＴＡ：
Differential thermal analysis ）を用いてカプセル剤（外郭部２）を分析すればよい。
ガラス転移温度が上記した範囲内であるスチレンブタジエン共重合体は、上記した４つの
性質の観点においてガラス転移温度が適正化されているため、優れた性質を有しているか
らである。なお、「スチレンブタジエン共重合体」とは、スチレンと１，３－ブタジエン
との共重合体であり、いわゆるスチレンブタジエンゴムである。
【００８３】
　このスチレンブタジエン共重合体の種類は、上記した範囲内のガラス転移温度を有して
いれば、特に限定されない。具体的には、ガラス転移温度が上記した範囲内であるスチレ
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ンブタジエン共重合体であれば、そのスチレンブタジエン共重合体の種類は、１種類だけ
でもよいし、２種類以上でもよい。中でも、ガラス転移温度が互いに異なる２種類以上の
スチレンブタジエン共重合体を用いることが好ましい。上記した４つの性質の観点におい
てスチレンブタジエン共重合体がより優れた性質を有するため、より高い効果が得られる
からである。
【００８４】
　また、スチレンブタジエン共重合体は、変性されていなくてもよいし、１種類又は２種
類以上の官能基により変性されていてもよいが、中でも、変性されていることが好ましい
。上記した４つの性質の観点においてスチレンブタジエン共重合体がより優れた性質を有
するため、より高い効果が得られるからである。なお、スチレンブタジエン共重合体が変
性されている場合、その変性の種類は、特に限定されないが、中でも、カルボキシ変性で
あることが好ましい。さらに高い効果が得られるからである。
【００８５】
　スチレンブタジエン共重合体は、特に、優れた耐水性を有している。このため、例えば
、カプセル剤が水圧破砕法（破砕用流体）等に用いられた場合において、水中にカプセル
剤が含まれた状態においても、外郭部２は、上記した第１の性質の観点において優れた性
能を発揮する。即ち、外郭部２は、水中においても中心部１を十分に保護することができ
る。
【００８６】
　カプセル剤（中心部１及び外郭部２）中における外郭部２の含有量（重量％）は、特に
限定されないが、例えば、約３重量％～５０重量％である。外郭部２の含有量が３重量％
よりも小さいと、中心部１の重量に対して外郭部２の重量が少なすぎるため、その外郭部
２による中心部１の被覆性が不十分になる可能性があるからである。一方、外郭部２の含
有量が５０重量％よりも大きいと、中心部１の重量に対して外郭部２の重量が多すぎるた
め、その外郭部２による中心部１の徐放性が不十分になる可能性があるからである。
【００８７】
［他の材料］
　なお、外郭部２は、更に、他の材料のうちのいずれか１種類又は２種類以上を含んでい
てもよい。
【００８８】
　図２は、カプセル剤の他の断面構成を表しており、図１に対応している。他の材料は、
例えば、複数の粒状物質３のうちのいずれか１種類又は２種類以上である。カプセル剤の
製造（外郭部２の形成）時において、造粒効果が向上すると共に、造粒途中の粒子同士の
凝集が抑制されるからである。外郭部２が複数の粒状物質３を含んでいる場合には、上記
したスチレンブタジエン共重合体中において複数の粒状物質３が分散されており、そのス
チレンブタジエン共重合体により複数の粒状物質３の分散状態が維持される。なお、外郭
部２が後述する他の高分子化合物等を含んでいる場合には、その他の高分子化合物等によ
っても複数の粒状物質３の分散状態が維持される。
【００８９】
　複数の粒状物質３は、いわゆるフィラーであり、例えば、無機材料等のうちのいずれか
１種類又は２種類以上を含んでいる。この無機材料は、例えば、酸化チタン、酸化ケイ素
、タルク、マイカ、クレー、ベントナイト、酸化アルミニウム及びゼオライト等である。
中でも、酸化ケイ素、タルク及びベントナイトが好ましく、タルクがより好ましい。カプ
セル剤同士がより凝集しにくくなるからである。この複数の粒状物質３は、例えば、外郭
部２中において分散されていることが好ましい。
【００９０】
　複数の粒状物質３の形状は、特に限定されないが、例えば、球状、板状、塊状、針状、
繊維状及び不定形状等のうちのいずれか１種類又は２種類以上である。図２では、例えば
、複数の粒状物質３の形状が球状である場合を示している。
【００９１】
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　複数の粒状物質３の平均粒径（体積平均粒径）は、特に限定されないが、造粒効果の観
点から外郭部２の厚さよりも小さいことが好ましい。具体的には、例えば、外郭部２の平
均厚さが約４０μｍ～１００μｍである場合、目安として、複数の粒状物質３の体積平均
粒径は約０．１μｍ～２０μｍであることが好ましい。
【００９２】
　外郭部２中における複数の粒状物質３の含有量は、特に限定されないが、極端に多すぎ
ないことが好ましい。具体的には、外郭部２中における複数の粒状物質３の含有量は、例
えば、約１０重量％～４０重量％であり、好ましくは約１５重量％～３０重量％である。
複数の粒状物質３の含有量が多すぎると、外郭部２の徐放速度等が悪影響を受ける可能性
があるからである。
【００９３】
　また、他の材料は、例えば、他の高分子化合物（上記したスチレンブタジエン共重合体
を除く。）のうちのいずれか１種類又は２種類以上である。この他の高分子化合物は、例
えば、ポリウレタン、ポリエステル、ポリアクリレート、ポリビニルアルコール、ポリス
チレン、ポリブタジエン、セルロース、ゼラチン、ポリオールのイソシアネート付加物及
び塩化ビニリデン－アクリル酸メチル共重合体等である。この他、他の材料は、例えば、
ワックス及び乾燥オイル等でもよい。
【００９４】
　また、他の材料は、例えば、各種添加剤でもよい。この添加剤は、例えば、樹脂製膜を
整える製膜助剤である。また、添加剤は、カプセル剤同士の凝集を抑制する機能（アンチ
ブロッキング機能）を有するアンチブロッキング剤である。
【００９５】
＜１－２．機能＞
　このカプセル剤は、流体中に含まれた状態で使用されることにより、以下のように機能
する。
【００９６】
　前使用期間においては、中心部１（減粘材料）は外郭部２により被覆されている。この
場合には、減粘材料が流体中に放出されないため、その減粘材料が未だ減粘機能を発揮で
きない。これにより、流体の粘度はほぼ初期状態（流体の使用開始時）のまま維持される
。
【００９７】
　後使用期間において、外郭部２が中心部１を徐放すると、その中心部１（減粘材料）が
流体中に放出される。これにより、減粘材料が減粘機能を発揮するため、流体の粘度が減
少する。
【００９８】
　なお、前使用期間、即ち流体の粘度がほぼ初期状態のまま維持される期間がどれぐらい
の期間になるかは、例えば、上記したように、流体の使用時間及び温度等のうちのいずれ
か１種類又は２種類以上の条件に応じて決定される。これらの条件は、流体中における外
郭部２の徐放速度等に影響を及ぼすからである。
【００９９】
　例えば、流体中において外郭部２が経時的に溶解する場合には、流体の使用時間が短い
と外郭部２は十分に溶解しにくいが、その流体の使用時間が長くなると外郭部２が十分に
溶解しやすくなる。また、例えば、流体の温度に応じて外郭部２の溶解性が変化する場合
には、例えば、流体の温度が低いと外郭部２は十分に溶解しにくいが、その流体の温度が
高くなると外郭部２は十分に溶解しやすくなる。
【０１００】
＜１－３．製造方法＞
　上記したカプセル剤は、例えば、以下の手順により製造される。
【０１０１】
　なお、カプセル剤の構成（一連の構成要素の形成材料）に関しては既に詳細に説明した
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ため、以下では、その説明を随時省略する。
【０１０２】
　最初に、減粘材料を含む中心部１と、外郭部２を形成するために用いられる塗布溶液と
を準備する。
【０１０３】
　塗布溶液を準備する場合には、例えば、スチレンブタジエン共重合体のラテックスと、
溶媒とを混合した後、その混合物を撹拌する。これにより、溶媒によりスチレンブタジエ
ン共重合体が溶解されるため、塗布溶液が得られる。この溶媒の種類は、特に限定されな
いが、例えば、水及びアルコール等のうちのいずれか１種類又は２種類以上である。なお
、塗布溶液中におけるスチレンブタジエン共重合体の含有量は、任意に設定可能である。
【０１０４】
　続いて、中心部１の表面に塗布溶液を供給した後、その塗布溶液を乾燥させる。これに
より、中心部１の表面を被覆するように、スチレンブタジエン共重合体を含む外郭部２が
形成される。この場合には、外郭部２の形成工程を２回以上繰り返してもよい。なお、複
数の粒状物質３を含む外郭部２を形成する場合には、例えば、塗布溶液を供給する過程に
おいて、その塗布溶液中に複数の粒状物質３を投入すればよい。この場合には、１回で複
数の粒状物質３を投入してもよいし、複数回に分けて複数の粒状物質３を投入してもよい
。
【０１０５】
　この外郭部２の形成方法は、特に限定されない。具体的には、塗布溶液を供給する方法
は、例えば、塗布法及びスプレー法等のうちのいずれか１種類又は２種類以上である。
【０１０６】
　また、外郭部２を形成するために用いる装置は、特に限定されない。具体的には、装置
は、例えば、ハイスピードミキサ、スプレードライ及び流動層造粒コーティング装置等の
うちのいずれか１種類又は２種類以上である。中でも、流動層造粒コーティング装置は、
転動流動層コーティング装置、旋回流動層コーティング装置及びウルスター（Wurster ）
型流動層造粒コーティング装置等であることが好ましい。例えば、転動流動層造粒コーテ
ィング装置は、円筒状の転動流動層の内部において、塗布対象物である中心部１を回転板
の上で渦状に流動させながら、スプレーノズルを用いて中心部１の表面に塗布溶液を塗布
する装置である。この場合には、転動流動層の内部において、下から上に向けて風が流れ
ることにより、中心部１が上方向に巻き上げられるため、その中心部１に縦方向の動きが
与えられる。しかも、回転板が回転することにより、中心部１が回転するため、その中心
部１に横方向の動きが与えられる。これにより、中心部１が渦状に流動する。
【０１０７】
　この流動層造粒コーティング装置の塗布原理を利用することにより、以下の利点が得ら
れる。第１に、中心部１の表面が均一に塗布されるため、均一な厚さとなるように外郭部
２が形成される。第２に、塗布量が容易かつ正確に調整されるため、外郭部２の厚さが厳
密に制御される。第３に、外郭部２の厚さが厳密に制御されることに伴い、カプセル剤の
寸法（平均粒径等）も厳密に制御される。
【０１０８】
　よって、中空の構造物（外郭部２）の内部に減粘材料（中心部１）が収容されるため、
カプセル剤が完成する。
【０１０９】
＜１－４．作用及び効果＞
　本発明の一実施形態のカプセル剤によれば、ガラス転移温度が上記した適正な範囲内で
あるスチレンブタジエン共重合体を含む外郭部２により、減粘材料を含む中心部１の表面
が被覆されている。
【０１１０】
　この場合には、上記したように、カプセル剤が含まれた流体を用いると、前使用期間に
おいては、中心部１が外郭部２により被覆されているため、減粘材料が未だ減粘機能を発
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揮できない。これにより、流体の粘度が初期状態のまま維持されるため、その流体の高粘
度特性に基づく利点が活用される。一方、後使用期間においては、外郭部２による中心部
１の徐放に起因して減粘材料が流体中に放出されるため、その減粘材料が減粘機能を発揮
する。これにより、流体の粘度が減少するため、その流体の低粘度特性に基づく利点が活
用される。
【０１１１】
　しかも、外郭部２に含まれているスチレンブタジエン共重合体のガラス転移温度は、上
記した外郭部２に要求される４つの性質の観点において適正化されているため、そのスチ
レンブタジエン共重合体は、他の高分子化合物よりも優れた性質を有している。この「他
の高分子化合物」とは、例えば、上記した適正な範囲内のガラス転移温度を有していない
スチレンブタジエン共重合体である。また、「他の高分子化合物」とは、スチレンブタジ
エン共重合体以外の高分子化合物であり、例えば、ポリスチレン及びポリブタジエン等で
ある。これにより、流体の粘度が維持される期間（流体の前使用期間）は十分に確保され
ると共に、その期間は容易に制御される。また、上記した期間の経過後（流体の後使用期
間）において、流体の粘度は短時間で十分に減少する。
【０１１２】
　よって、カプセル剤を含む流体の使用時において、１種類の流体を用いていながら、所
望のタイミングにおいて流体の粘度が短時間で十分に減少する。よって、使用途中におい
て粘度を減少させることを要する用途に用いられる流体に関して、優れた減粘機能を発揮
することができる。
【０１１３】
　特に、本発明の一実施形態のカプセル剤では、ガラス転移温度が上記した適正な範囲内
であるスチレンブタジエン共重合体がカルボキシ変性されていれば、上記した４つの性質
の観点においてスチレンブタジエン共重合体がより優れた性質を有するため、より高い効
果を得ることができる。
【０１１４】
　また、流体が水圧破砕法に用いられると共に、その流体が増粘剤を含んでいる場合にお
いて、中心部１が増粘剤を分解する材料を含んでいれば、流体の使用途中において増粘剤
が分解されるため、その流体の粘度が減少する。よって、上記した中心部１が減粘材料を
含んでいる場合と同様の理由により、優れた減粘機能を発揮することができる。
【０１１５】
　外郭部２が複数の粒状物質３を含んでいれば、カプセル剤の製造（外郭部２の形成）時
において造粒効果が向上すると共に造粒途中の粒子同士の凝集が抑制されるため、流体中
におけるカプセル剤の分散性が向上する。よって、より高い効果を得ることができる。
【０１１６】
＜２．カプセル剤の用途（粘度可変流体）＞
　次に、上記したカプセル剤の用途に関して説明する。
【０１１７】
　カプセル剤の用途は、上記したように、カプセル剤を含む流体の使用途中において、そ
の流体の粘度を減少させることを要する用途であれば、特に限定されない。
【０１１８】
　ここでは、カプセル剤を利用して粘度が減少する流体を「粘度可変流体」と呼称する。
この「粘度可変流体」とは、特定の目的を達成するために、使用途中において粘度を十分
に減少させることができる流体である。
【０１１９】
　「粘度を十分に減少させる」とは、前使用期間（流体の粘度の減少前）においては相対
的に高い流体の粘度に基づく利点（高粘度由来利点）を活用することができると共に、後
使用期間（流体の粘度の減少後）においては相対的に低い流体の粘度に基づく利点（低粘
度由来利点）を活用することができる程度まで、その粘度が十分に減少することを意味し
ている。これにより、前使用期間から後使用期間に至る過程において、共通（１種類）の
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流体を継続的に用いていながら、互いに相反する流体の粘度特性に基づく２種類の利点、
即ち高粘度由来利点及び低粘度由来利点を活用することができる。
【０１２０】
＜２－１．構成＞
　図３は、本発明の一実施形態における粘度可変流体の構成を表している。この粘度可変
流体は、流体本体１１と、１又は２以上のカプセル剤１２とを含んでいる。
【０１２１】
［流体本体］
　流体本体１１は、粘度可変流体の主要成分であり、カプセル剤１２及び後述する他の材
料は、流体１１本体中において分散又は溶解されている。この流体本体１１は、例えば、
液体である。流体本体１１中においてカプセル剤１２が分散されやすいと共に、そのカプ
セル剤１２の分散状態が維持されやすいからである。この液体は、例えば、水及び有機溶
剤等のうちのいずれか１種類又は２種類以上を含んでいる。なお、例えば、粘度可変流体
が水圧破砕法（破砕用流体）に用いられる場合には、上記した液体は、水を含んでいる。
【０１２２】
［カプセル剤］
　カプセル剤１２は、上記した本発明の一実施形態のカプセル剤と同様の構成を有してい
る。即ち、カプセル剤１２は、図１に示したように、減粘材料を含む中心部１と、ガラス
転移温度が適正な範囲内であるスチレンブタジエン共重合体を含む外郭部２とを備えてい
る。
【０１２３】
　例えば、粘度可変流体が水圧破砕法（破砕用流体）に用いられる場合には、減粘剤とし
ての役割を果たすカプセル剤１２は、ブレーカ（breaker ）と呼ばれる。なお、カプセル
剤１２のうち、本質的に減粘機能を発揮する減粘材料がブレーカと呼ばれる場合もある。
【０１２４】
　このカプセル剤１２は、流体本体１１中において分散されていることが好ましい。粘度
可変流体の粘度が均一に減少しやすいからである。なお、流体本体１１中におけるカプセ
ル剤１２の含有量は、特に限定されない。このカプセル剤１２の含有量は、例えば、後使
用期間における粘度可変流体の粘度等の条件に応じて、任意に設定可能である。
【０１２５】
［他の材料］
　なお、粘度可変流体は、更に、他の材料のうちのいずれか１種類又は２種類以上を含ん
でいてもよい。図４は、粘度可変流体の他の構成を表しており、図３に対応している。
【０１２６】
［複数の粒状物質］
　他の材料は、例えば、複数の粒状物質１３（複数の第２粒状物質）のうちのいずれか１
種類又は２種類以上である。ここで説明する複数の粒状物質１３は、上記した複数の粒状
物質３（複数の第１粒状物質）とは異なる概念である。即ち、複数の粒状物質１３は、例
えば、以下で説明するように、フィラーとしての役割を果たす複数の粒状物質３とは異な
り、プロパントとしての役割を果たす。より具体的には、複数の粒状物質３は、外郭部２
中においてスチレンブタジエン共重合体により保持されている。これに対して、複数の粒
状物質１３は、外郭部２中においてスチレンブタジエン共重合体により保持されておらず
、流体本体１１中において分散されている。
【０１２７】
　複数の粒状物質１３は、例えば、砂等のうちのいずれか１種類又は２種類以上を含んで
おり、その砂等は、高分子化合物のうちのいずれか１種類又は２種類以上により被覆され
ていてもよい。砂の種類は、岩片及び鉱物片等であれば、特に限定されない。高分子化合
物の種類は、砂等の表面を十分に被覆できれば、特に限定されない。この高分子化合物の
種類は、１種類だけでもよいし、２種類以上でもよい。
【０１２８】
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　この複数の粒状物質１３は、流体本体１１中において分散されていることが好ましい。
複数の粒状物質１３が凝集及び沈降等している場合と比較して、その複数の粒状物質１３
が本来の役割を果たしやすいからである。
【０１２９】
　なお、流体本体１１中における複数の粒状物質１３の含有量は、特に限定されないが、
例えば、粘度可変流体の役割（機能）、用途及び目的等に応じて決定される。また、複数
の粒状物質１３の役割は、特に限定されないが、例えば、上記した含有量と同様に、粘度
可変流体の用途及び目的等に応じて決定される。
【０１３０】
　例えば、粘度可変流体が水圧破砕法（破砕用流体）に用いられる場合には、複数の粒状
物質１３は、いわゆるプロパントとしての役割を果たす。このプロパントは、上記したよ
うに、貯留岩の破壊時に生じた亀裂が閉塞することを防止するために用いられる。この場
合には、流体本体１１中において複数の粒状物質１３は分散されており、その複数の粒状
物質１３の分散状態は維持されていることが好ましい。粘度可変流体の使用時において、
複数の粒状物質１３の輸送性が向上するからである。これにより、亀裂の内部に粘度可変
流体が入り込む際に、その亀裂の内部に複数の粒状物質１３が流体本体１１と一緒に入り
込みやすくなる。また、各亀裂の内部に入り込む複数の粒状物質１３の量がばらつきにく
くなる。
【０１３１】
　なお、複数の粒状物質１３は、プロパントに限られない。粘度可変流体が水圧破砕法（
破砕用流体）以外の用途に用いられる場合には、その複数の粒状物質１３は、プロパント
とは異なる目的のために用いられてもよい。
【０１３２】
［増粘剤］
　また、他の材料は、例えば、増粘剤１４のうちのいずれか１種類又は２種類以上である
。この増粘剤１４は、前使用期間における粘度可変流体の粘度を増加させる役割を果たし
ており、例えば、ゲル化剤及び架橋剤等のうちのいずれか１種類又は２種類以上を含んで
いる。ゲル化剤は、例えば、グアガム及びカルボキシメチルセルロース等のうちのいずれ
か１種類又は２種類以上である。架橋剤は、例えば、ホウ酸及びジルコニウム錯体等のう
ちのいずれか１種類又は２種類以上である。粘度可変流体がゲル化剤を含んでいる場合に
は、例えば、その粘度可変流体はゲル化している。なお、流体本体１１中における増粘剤
１４の含有量は、特に限定されない。この増粘剤１４の含有量は、例えば、前使用期間に
おける粘度可変流体の粘度等の条件に応じて、任意に設定可能である。この増粘剤は、流
体本体１１中において溶解されていてもよいし、分散されていてもよいし、双方でもよい
。
【０１３３】
　粘度可変流体が増粘剤１４を含んでいない場合には、前使用期間における粘度可変流体
の粘度は、実質的に、流体本体１１自身の粘度に基づいて決定される。この場合には、流
体本体１１中におけるカプセル剤１２等の分散状態を維持するために、前使用期間におけ
る粘度可変流体の粘度は、十分に高いことが好ましい。そこで、前使用期間における粘度
可変流体の粘度が十分に高くない場合には、増粘剤１４を用いることにより、前使用期間
における粘度可変流体の粘度を高くすることが好ましい。流体本体１１中においてカプセ
ル剤１２塗が凝集及び沈降等しにくくなるため、その流体本体１１中においてカプセル剤
１２等の分散状態が維持されやすくなるからである。
【０１３４】
［添加剤］
　また、他の材料は、各種添加剤のうちのいずれか１種類又は２種類以上である。この添
加剤は、例えば、摩擦低減剤、界面活性剤、ｐＨ調整剤、腐食防止剤、殺生物剤及び鉄分
制御剤等である。
【０１３５】
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　摩擦低減剤は、主に、粘度可変流体中における複数の粒状物質１３の流動性を制御する
。この摩擦低減剤は、例えば、ポリアクリルアミド等のうちのいずれか１種類又は２種類
以上を含んでいる。
【０１３６】
　界面活性剤は、主に、減粘材料の分散性及び流動性等を制御する。この界面活性剤は、
例えば、アルコール系活性剤等のうちのいずれか１種類又は２種類以上を含んでいる。
【０１３７】
　ｐＨ調整剤は、主に、粘度可変流体のｐＨを調整する。このｐＨ調整剤は、例えば、炭
酸カリウム等のうちのいずれか１種類又は２種類以上を含んでいる。
【０１３８】
　腐食防止剤は、主に、粘度可変流体の使用時において、その粘度可変流体と接触される
機器及び器具等の腐食を防止する。この腐食防止剤は、例えば、ホルムアルデヒド及びイ
ソプロピルアルコール等のうちのいずれか１種類又は２種類以上を含んでいる。なお、粘
度可変流体と接触する機器及び器具等は、例えば、その粘度可変流体を輸送するために用
いられるパイプ等である。
【０１３９】
　殺生物剤は、主に、粘度可変流体に混入される微生物の量が増加することを抑制する。
この殺生物剤は、例えば、グルタルアルデヒド及び過酸化水素水等のうちのいずれか１種
類又は２種類以上を含んでいる。
【０１４０】
　鉄分制御剤は、主に、鉄に起因する金属酸化物の沈殿を防止する。この鉄分制御剤は、
例えば、酢酸、クエン酸、アスコルビン酸及びエチレングリコール等のうちのいずれか１
種類又は２種類以上を含んでいる。
【０１４１】
＜２－２．機能＞
　この粘度可変流体は、上記した本発明の一実施形態のカプセル剤と同様の構成を有する
カプセル剤１２を含んでいる。よって、粘度可変流体の使用途中において、カプセル剤１
３を利用して粘度可変流体の粘度が減少する。
【０１４２】
　具体的には、前使用期間においては、減粘材料が未だ減粘機能を発揮できないため、粘
度可変流体の粘度は初期状態のまま維持される。一方、後使用期間においては、減粘材料
が減粘機能を発揮するため、粘度可変流体の粘度が減少する。
【０１４３】
＜２－３．作用及び効果＞
　本発明の一実施形態の粘度可変流体によれば、１又は２以上のカプセル剤１２を含んで
おり、そのカプセル剤１２が上記した本発明の一実施形態のカプセル剤と同様の構成を有
している。この場合には、上記したように、１種類の粘度可変流体を用いていながら、そ
の粘度可変流体の使用途中においてカプセル剤１２が優れた減粘機能を発揮するため、そ
の粘度可変流体の粘度が短時間で十分に減少する。よって、カプセル剤１２の減粘機能を
利用して、優れた粘度変化特性を得ることができる。
【０１４４】
　特に、粘度可変流体が水圧破砕法（破砕用流体）に用いられるため、その粘度可変流体
が複数の粒状物質１３を含んでいる場合には、以下の効果が得られる。
【０１４５】
　第１に、前使用期間においては、粘度可変流体の粘度が初期状態のまま維持されるため
、その粘度可変流体中において複数の粒状物質１３の分散状態が維持される。よって、粘
度可変流体を加圧することにより、相対的に高い粘度可変流体の粘度を利用して、貯留岩
の破壊時に生じた亀裂の内部に複数の粒状物質１３を十分に入り込ませることができる。
【０１４６】
　第２に、後使用期間においては、粘度可変流体の粘度が十分に減少するため、その粘度
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可変流体の流動性が向上する。よって、粘度可変流体を吸引等することにより、相対的に
低い粘度可変流体の粘度を利用して、使用済みの粘度可変流体を短時間で回収することが
できる。
【０１４７】
　第３に、上記したように、前使用期間において亀裂の内部に複数の粒状物質１３を十分
に入り込ませると共に、後使用期間において使用済みの粘度可変流体を短時間で回収する
ために、共通（１種類）の粘度可変流体を用いるだけで済む。よって、互いに相反する流
体の粘度特性に基づく２種類の利点を容易かつ安定に活用することができる。
【０１４８】
　この粘度可変流体に関する他の作用及び効果は、本発明の一実施形態のカプセル剤に関
する作用及び効果と同様である。
【実施例】
【０１４９】
　以下、本発明の実施例に関して説明する。説明する順序は、下記の通りである。但し、
本発明の態様は、ここで説明する態様に限定されない。
【０１５０】

　１．カプセル剤の製造
　２．カプセル剤の評価
　　２－１．製造評価
　　２－２．性能評価
【０１５１】
＜１．カプセル剤の製造＞
（実験例１～１８）
　まず、以下の手順により、カプセル剤を製造した。
【０１５２】
　最初に、下記の一連の高分子化合物を含む水系エマルジョン溶液を準備した。この場合
には、エタノールを用いて水系エマルジョン溶液を希釈することにより、水系エマルジョ
ン溶液（固形分の濃度＝８重量％）を調製した。
【０１５３】
　実験例１～３：日本エイアンドエル株式会社製のカルボキシ変性スチレンブタジエン共
重合体　ナルスターＳＲ－１００（Ｔｇ＝２７℃）
　実験例４～７，１１～１３：日本エイアンドエル株式会社製のカルボキシ変性スチレン
ブタジエン共重合体　ナルスターＳＲ－１０７（Ｔｇ＝－１５℃）
　実験例８：日本エイアンドエル株式会社製の未変性スチレンブタジエン共重合体　ナル
スターＳＲ－１３０（Ｔｇ＝－１℃）
　実験例９：日本エイアンドエル株式会社製のカルボキシ変性スチレンブタジエン共重合
体　ナルスターＳＲ－１１５（Ｔｇ＝３７℃）
　実験例１０：日本エイアンドエル株式会社製のカルボキシ変性スチレンブタジエン共重
合体　ナルスターＸＧ－４０８７（Ｔｇ＝４５℃）
　実験例１４：日本エイアンドエル株式会社製のカルボキシ変性スチレンブタジエン共重
合体　ナルスターＳＲ－１０７（Ｔｇ＝－１５℃）と日本エイアンドエル株式会社製のカ
ルボキシ変性スチレンブタジエン共重合体　ナルスターＳＲ－１００（Ｔｇ＝２７℃）と
の混合物（混合比は重量比で１：１）
　実験例１５，１６：日本エイアンドエル株式会社製のカルボキシ変性スチレンブタジエ
ン共重合体　ナルスターＳＲ－１０７（Ｔｇ＝－１５℃）と日本エイアンドエル株式会社
製のカルボキシ変性スチレンブタジエン共重合体　ナルスターＳＲ－１１５（Ｔｇ＝３７
℃）との混合物（混合比は重量比で１：１）
　実験例１７：日本合成化学株式会社製のアクリル系樹脂　モビニール７２７（Ｔｇ＝５
℃）
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　実験例１８：日本合成化学株式会社製のスチレンアクリル系共重合体　モビニール７４
９Ｅ（Ｔｇ＝２５℃）
【０１５４】
　続いて、転動流動層コーティング装置（フロイント産業株式会社製のＬＡＢＯ型）を用
いて、中心部１の表面に水系エマルジョン溶液を塗布した後、その水系エマルジョン溶液
を乾燥させることにより、外郭部２を形成した。中心部１としては、金属塩である過硫酸
カリウム（体積平均粒径＝３３０μｍ）と、オニウム塩である過硫酸アンモニウム（体積
平均粒径＝４３０μｍ）とを用いた。
【０１５５】
　外郭部２を形成する場合には、全体（中心部１及び外郭部２）中における外郭部２の含
有量（重量％）が表１に示した所定の含有量の８割に相当する量になるまで、複数の粒状
物質３が分散されていない水系エマルジョン溶液（固形分の濃度＝８重量％）を塗布した
。こののち、全体中における外郭部２の含有量（重量％）が表１に示した所定の含有量の
２割に相当する量になるまで、複数の粒状物質３が分散されている水系エマルジョン溶液
（固形分の濃度＝８重量％，複数の粒状物質３の分散濃度＝２重量％）を塗布した。
【０１５６】
　複数の粒状物質３としては、タルク（体積平均粒径＝４μｍ）、ベントナイト（体積平
均粒径＝５５０μｍ、酸化チタン（体積平均粒径＝５μｍ）及び酸化ケイ素（体積平均粒
径＝１０μｍ）を用いた。
【０１５７】
　最後に、１ｍｍ篩を用いて、外郭部２が形成された中心部１を選別した。これにより、
中心部１の表面を被覆するように、高分子化合物及び複数の粒状物質３を含む外郭部２が
形成されたため、カプセル剤が完成した。ここで製造されたカプセル剤の構成は、表１に
示した通りである。
【０１５８】
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【表１】

【０１５９】
＜２．カプセル剤の評価＞
　以下で説明するように、製造面及び性能面の双方からカプセル剤を評価した。
【０１６０】
＜２－１．製造評価＞
　製造面からカプセル剤を評価するために、そのカプセル剤の被覆性及び耐水性を調べた
ところ、表１に示した結果が得られた。
【０１６１】
　被覆性を調べる場合には、デジタル顕微鏡（株式会社ハイロックス製のＤＩＧＩＴＡＬ
　ＭＩＣＲＯＳＣＯＰＥ　ＫＨ－１３００）を用いて、カプセル剤が良好にカプセル化さ
れているか否か、即ち外郭部２により中心部１が十分に被覆されているか否かを調べるこ
とにより、そのカプセル剤の状態を評価した。この場合には、中心部１が外郭部２により
完全に被覆されているため、その中心部１が露出していない場合を「可」と判定した。一
方、中心部１が外郭部２により完全に被覆されていないため、その中心部１のうちの一部
が露出している場合を「不可」と判定した。
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【０１６２】
　耐水性を調べる場合には、最初に、温水２００ｃｍ3 （＝２００ｍｌ，温度＝６０℃）
を低速で撹拌しながら、その温水中にカプセル剤を投入した。この場合には、中心部１の
重量が２ｇ相当になるように、カプセル剤の投入量を調整した。続いて、カプセル剤が投
入された温水を撹拌（撹拌時間＝１時間）した後、導電率計（Ｅｕｔｅｃｈ　Ｉｎｓｔｒ
ｕｍｅｎｔｓ製のＥＣＴｅｓｔｅｒ１１＋）を用いて温水の電気伝導度を測定した。続い
て、中心部１（減粘材料である過硫酸カリウム及び過硫酸アンモニウム）の溶出量と温水
の電気伝導度との相関を表す検量線を用いて、電気伝導度の測定値から減粘材料の溶出量
を求めた。最後に、減粘材料の溶出量に基づいて、カプセル剤の状態を評価した。この場
合には、減粘材料の溶出量が１０％未満である場合を「良」と判定した。一方、減粘材料
の溶出量が１０％以上である場合を「不良」と判定した。
【０１６３】
　表１に示したように、被覆性及び耐水性は、そのカプセル剤の構成に応じて大きく変化
した。
【０１６４】
　詳細には、外郭部２の形成材料（高分子化合物）としてスチレンブタジエン共重合体以
外の化合物を用いた場合（実験例１７，１８）には、外郭部２により中心部１の表面が完
全に被覆されなかったため、根本的にカプセル構造を形成することができなかった。
【０１６５】
　これに対して、外郭部２の形成材料としてスチレンブタジエン共重合体を用いた場合（
実験例１～１６）には、そのスチレンブタジエン共重合体のガラス転移温度に応じて被覆
性及び耐水性に大きな差異が生じた。
【０１６６】
　具体的には、ガラス転移温度が適正な範囲内（＝－２０℃～８０℃）である場合（実験
例１～１６）には、外郭部２により中心部１の表面が完全に被覆されたため、カプセル構
造を形成することができた。しかも、外郭部２が長時間に渡って溶解しなかったため、そ
の外郭部２を用いて中心部１を十分に保護することができた。
【０１６７】
＜２－２．性能評価＞
　性能面からカプセル剤を評価するために、そのカプセル剤の減粘機能（減粘効果）を調
べたところ、表１に示した結果が得られた。ここでは、カプセル剤の減粘効果を簡易的に
評価するために、そのカプセル剤が含まれたグア液の粘度変化を調べた。
【０１６８】
　グア液の粘度変化を調べる場合には、最初に、ビーカに収容されたイオン交換水１３０
０ｇに、スリーワンモータを用いてイオン交換水を撹拌しながらグア粉末（ＳＩＧＭＡ社
製）１２．５６ｇを少量ずつ加えることにより、そのグア粉末を溶解させた。グア粉末が
溶解しにくいため、イオン交換水中に未溶解のグア粉末の塊が存在していた場合には、ス
パチュラを用いてグア粉末の塊を押し潰すことにより、その未溶解のグア粉末の塊を溶解
させた。これにより、グア粉末が溶解されたため、グア液が得られた。続いて、グア液に
架橋剤（ホウ酸）０．９８５ｇを加えた後、そのグア液を撹拌（撹拌時間＝４時間以上）
した。続いて、ポリ瓶中にグア液１６０ｇを採取した。
【０１６９】
　続いて、グア液を予備加熱（加熱温度＝８０℃，加熱時間＝３０分間）した後、そのグ
ア液を放置（放置時間＝３０分間）した。続いて、粘度測定装置（東機産業株式会社製の
コーンプレート型粘度計ＴＶＥ－２２Ｈ）を用いてグア液の粘度（ｍＰａ・ｓ）を測定し
た。この場合には、測定レンジ＝Ｈ，回転速度＝２．５ｒｐｍ，温度＝２５℃とした。続
いて、グア液中にカプセル剤を投入した後、そのグア液を撹拌した。また、中心部１の重
量が０．０５ｇ相当になるように、カプセル剤の投入量を調整した。
【０１７０】
　続いて、恒温槽（富山産業株式会社製のミニジェットオーブンＭＯ－９２１，温度＝８
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０℃又は１００℃）の内部にグア液を保存した後、３０分ごとにグア液の一部を取り出す
ことにより、そのグア液の粘度（ｍＰａ・ｓ）を測定した。この場合には、グア液の保存
時間が３６０時間に到達するまで粘度の測定を繰り返した。
【０１７１】
　最後に、グア液の粘度の測定結果に基づいて、カプセル剤の減粘効果を評価した。この
場合には、グア液の保存を開始してから４時間経過しても初期値（グア液の保存開始時の
粘度）に対する粘度の減少割合が１０％以下であった場合を「Ａ」と判定した。グア液の
保存を開始してから２時間経過後４時間経過前に、初期値に対する粘度の減少割合が１０
％以下に到達した場合を「Ｂ」と判定した。グア液の保存を開始してから２時間経過前に
初期値に対する粘度の減少割合が１０％に到達した場合を「Ｃ」と判定した。
【０１７２】
　表１に示したように、外郭部２の形成材料（高分子化合物）として、ガラス転移温度が
適正な範囲内であるスチレンブタジエン共重合体を用いた場合（実験例１～１６）には、
グア液の保存開始後、十分な時間が経過してから、カプセル剤の減粘効果が発揮された。
【０１７３】
　但し、減粘効果が発揮されるまでの時間（前使用期間）、及び減粘効果の発揮時（後使
用期間）におけるグア液の粘度の減少速度等は、そのカプセル剤の構成に応じて多少変動
した。
【０１７４】
　これらの結果から、ガラス転移温度が適正な範囲内（＝－２０℃～８０℃）であるスチ
レンブタジエン共重合体を含む外郭部２により、減粘材料を含む中心部１の表面が被覆さ
れているカプセル剤では、優れた減粘機能が発揮された。
【０１７５】
　以上、実施形態及び実施例を挙げながら本発明を説明したが、その本発明は、実施形態
及び実施例において説明した態様に限定されず、種々に変形させることが可能である。
【０１７６】
　具体的には、カプセル剤及び粘度可変流体は、水圧破砕法（破砕用流体）に限られず、
その水圧破砕用以外の用途に用いられてもよい。この場合においても、カプセル剤を含む
粘度可変流体の使用途中において粘度が短時間で十分に減少するため、用途に応じた様々
な効果を得ることができる。
【０１７７】
　本出願は、日本国特許庁において２０１５年７月３１日に出願された日本特許出願番号
第２０１５－１５２５８９号を基礎として優先権を主張するものであり、この出願のすべ
ての内容を参照によって本出願に援用する。
【０１７８】
　当業者であれば、設計上の要件や他の要因に応じて、種々の修正、コンビネーション、
サブコンビネーション、及び変更を想到し得るが、それらは添付の請求の範囲の趣旨やそ
の均等物の範囲に含まれるものであることが理解される。
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